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平成２１年度からの

が変更になります
６５歳以上の方（第１号被保険者）の介護保険料は３年ごとに見直しすることになっており、平成２１
年度はその改正の年になります。
今回の改訂における保険料率については、低所得者の方の負担に配慮するとともに、介護保険料段

階においても、平成２０年度までの６段階から１０段階（特例４段階を含む）に変更となりました。詳し
くは、別表介護保険料段階一覧表をご参照ください。

問い合わせ／長寿はつらつ課 内線２６３６～７ �０４８―４６３―１９５２・１７１９（直通）

料険保護介

介介護護保保険険料料のの決決ままりり方方
６５歳以上の人の介護保険料は、市の介護サービスに係る費用などから算出された「基準額」
をもとに、皆さんの所得に応じて決まります。

あなたの介護保険料は？

前年の合計所得金額※２

が８０万円以下ですか？

前年の合計所得金額※２

が８０万円以下ですか？

前年の合計所得金額※２

＋課税年金収入が２００
万円以上ですか？

前年の合計所得金額※２

＋課税年金収入が６００
万円以上ですか？

はい

いいえ

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

生
活
保
護
を
受
給
し
て
い
ま
す
か
？

※２「合計所得金額」とは

収入金額から必要経費
に相当する金額（収入の
種類により計算方法が違
います）を控除した金額
のことで、扶養控除や医
療費控除などの所得控除
をする前の金額です。

はい

いいえ

市
民
税
を
課
税
さ
れ
て
い
ま
す
か
？

いいえ

はい

同
じ
世
帯
に
市
民
税
を
課
税
さ

れ
て
い
る
人
は
い
ま
す
か
？

いいえ

はい

老齢福祉年金※１を
受給していますか？

※１「老齢福祉年金」とは

明治４４年４月１日以前
に生まれた人などで、一
定の所得のない人や、他
の年金を受給できない人
に支給される制度です。

前年の合計所得金
額※２が１２５万円以
上ですか？

前年の合計所得金
額※２が４００万円以
上ですか？

はい

いいえ

いいえ

はい

いいえ

はい

はい

10広報あさか ２００９．６．１



● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

平成２１年度の介護保険料納入通知書は７月中
旬に送付します。なお、受給年金から天引きさ
れる特別徴収の方に送付した特別徴収開始通知
書では、前年度の所得段階に基づく暫定的な賦
課金額となっています。介護保険料確定後、１０
月からは確定金額での天引きとなります。

金融機関、ゆうちょ銀行・郵便局、市役所、
内間木支所、朝霞台出張所、朝霞駅前出張所、
コンビニエンスストアで納期限までに必ず納付
してください。
皆さんが納めていただく介護保険料は、介護

サービス給付の貴重な財源の一部となります。

介護保険料の通知

納付方法

納入通知書に添付されている口座振替依頼

書（ゆうちょ銀行・郵便局をご希望の方は、

ゆうちょ銀行・郵便局備え付けの口座振替依

頼書に記載のうえ提出）を取扱金融機関に提

出することで、介護保険料が自動的に指定口

座から引き落としされます。窓口へ行く手間

が省けて便利です。ぜひ、ご利用ください。

生活が厳しい状況や災害等の特別な事情に

より、介護保険料の納付が困難な場合につい

て、介護保険料の減免・減額する制度があり

ます。詳しくはご相談ください。

介護保険料の減免・減額

便利な口座振替

別表 介護保険料段階一覧表
介護保険料
（年額）

１６，８００円

１６，８００円

２９，４００円

３８，２００円

４２，０００円

４８，７００円

５２，５００円

６３，０００円

６７，２００円

７３，５００円

介護保険料率

基準額×０．４

基準額×０．４

基準額×０．７

基準額×０．９１

基準額

基準額×１．１６

基準額×１．２５

基準額×１．５

基準額×１．６

基準額×１．７５

対 象 者

�生活保護の受給者
�老齢福祉年金受給者で本人および世帯全員が市民税非課税

�世帯全員が市民税非課税であり、前年の合計所得金額と課
税年金収入額の合計額が８０万以下の人

�世帯全員が市民税非課税であり、第２段階以外の人

�本人は市民税非課税（前年の合計所得金額と課税年金収入額が
８０万円以下）であり、世帯の誰かに市民税が課税されている人

�本人は市民税非課税（特例第４段階以外）であり、世帯の
誰かに市民税が課税されている人

�本人が市民税課税で前年の合計所得金額が１２５万円未満の
人

�本人が市民税課税で前年の合計所得金額が１２５万円以上２００
万円未満の人

�本人が市民税課税で前年の合計所得金額が２００万円以上４００
万円未満の人

�本人が市民税課税で前年の合計所得金額が４００万円以上６００
万円未満の人

�本人が市民税課税で前年の合計所得金額が６００万円以上の
人

所得段階

第１段階

第２段階

第３段階

特例
第４段階

第４段階

第５段階

第６段階

第７段階

第８段階

第９段階

11 広報あさか ２００９．６．１


